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全国健康保険協会 和歌山支部

協会けんぽ（医療分）の2025年度決算を
反映した収支見通しについて
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○ 試算の趣旨

• 健康保険法の規定に基づき、協会けんぽ（医療分）の2025（令和７）

年度決算を反映し、一定の前提のもとに機械的に試算した2027（令和

９）年度から2031（令和13）年度までの５年間の収支見通しを、今後

の協会けんぽの財政運営の議論のための基礎資料としてお示しする。

• 加えて、今後の保険料率について、より中長期的な視点を踏まえてご

検討いただくため、今後１５年間のごく粗い試算も併せてお示しする。
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１．2025年度の協会けんぽの決算について

協会けんぽの2025年度の収支【医療分】

収
入

保険料収入 110,546

国庫補助等 12,383

その他 477

計 123,406

支
出

保険給付費 75,369

前期高齢者納付金 12,938

後期高齢者支援金 24,891

その他 3,413

計 116,611

単年度収支差 6,795

準備金残高 65,457

保険料率 10.0％

（億円）

＊2026年7月3日公表 7月23日第142回運営委員会資料1-3より抜粋
＊協会会計と国の特別会計との合算ベースである。
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２．収支見通しの前提

(1) 2026（令和８）年度及び2027（令和９）年度の見込みについては、直近の協会け

んぽの実績を踏まえ、国における2027年度予算の概算要求で用いられた協会けんぽ

に係る見込みの計数と整合性がとれるよう設定した。

(2) 2028（令和10）年度以降については、協会けんぽにおける実績、近年の経済動向

及びこれまでの運営委員会における議論を踏まえ、

• 賃金の伸び率については、協会けんぽにおける過去の標準報酬月額の伸び率実

績をベースに幅を持たせて設定した。

• 医療費の伸び率については、協会けんぽにおける過去の実績をベースとした上

で、賃金上昇率の前提と一人当たり医療給付費の伸び率の前提の差（スプレッ

ド）に基づく複数の伸び率を設定した。

(3) ｢社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改  

正する等の法律｣（令和７年法律第74号）による被用者保険の適用拡大の影響及び高

額療養費の自己負担限度額の見直し等の影響を試算に織り込んだ。

以上の前提に基づき、機械的に試算した。
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３．2028年度以降の伸び率の前提

（1）被保険者数等
 2028年度以降の被保険者数等については、将来推計人口※の出生中位（死亡中
位）を基礎として、年齢階級毎の人口に占める協会けんぽ被保険者数等の割合を一
定とする。 ※ 2023年4月26日 国立社会保障・人口問題研究所

（2）総報酬額の伸び率（賃金上昇率）

① 協会けんぽにおける実績を踏まえた試算の前提

2028年度以降の賃金上昇率については、協会けんぽにおける実績に基づき以下の
３通りのケースを設定する。

具体的には、直近10年の標準報酬月額の伸び率の平均をケースⅠ（1.0％）とし、
直近10年平均の２倍をケースⅢ（2.0％）、ケースⅠとケースⅢの中間をケースⅡ
（1.5％）として設定する。

② さらに幅を持った試算の前提

直近10年平均の２倍としたケースⅢよりも高い賃金上昇率が継続する場合として、
ケースⅢに＋0.5％を上乗せしたケースＡ（2.5％）を設定する。

あわせて、賃金上昇率が10年平均よりも低い場合として、10年平均（ケースⅠ）
の半分の伸び率であるケースＢ（0.5％）を設定する。
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※1 2016年度の「制度改正影響を除いたもの」は、標準報酬月額の上限改定の影響を除いたもの。

※2 2022年度、2023年度の「制度改正影響を除いたもの」は、2022年10月の国や自治体等に勤務する短時間
労働者の共済組合への移行の影響を除いたもの。

年度
平均標準
報酬月額

対前年度
伸び率

制度改正影響
を除いたもの

2016（H28） 283,550円 1.1％ 0.6％

2017（H29） 285,315円 0.6％ 0.6％

2018（H30） 288,770円 1.2％ 1.2％

2019（R１） 290,748円 0.7％ 0.7％

2020（R２） 290,305円 ▲0.2％ ▲0.2％

2021（R３） 292,677円 0.8％ 0.8％

2022（R４） 298,627円 2.0％ 1.6％

2023（R５） 304,484円 2.0％ 1.5％

2024（R６） 309,426円 1.6％ 1.6％

2025（R７） 315,259円 1.9％ 1.9％

直近10年平均 1.0％

2015年度に対する2025年度の伸び率の
１年当たりの平均（上限改定・国や自
治体等に勤務する短時間労働者の共済
組合への移行の影響を除く）

直近４年平均 1.6％

2021年度に対する2025年度の伸び率
の１年当たりの平均（国や自治体等
に勤務する短時間労働者の共済組合
への移行の影響を除く）

※1

※2

※2

協会けんぽ 平均標準報酬月額の推移

ケースⅠ
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ケース 賃金上昇率 設定方法

ケースＡ 2.5％ ケースⅢに0.5％を上乗せして2.5％と設定

ケースⅢ 2.0％ ケースⅠ（直近10年実績平均1.0％）の２倍となるように2.0％と設定

ケースⅡ 1.5％ ケースⅠとケースⅢの中間をケースⅡとして1.5％を設定

ケースⅠ 1.0％ 平均標準報酬月額の増減率の2016年度～2025年度の10年平均

ケースＢ 0.5％ ケースⅠの半分の伸びとなるよう0.5％と設定

賃金上昇率の前提（2028年度以降）

３．2028年度以降の前提（続き）

（3）医療給付費の伸び率

① 協会けんぽにおける実績を踏まえた試算の前提

医療給付費の伸び率については、新型コロナウイルス感染症の影響による医療費
減少があった年度（2020年度）とそれ以降の反動増の両方を含み、診療報酬の改定
年度とその谷間の年度が同回数入るようにするため、2020～2025年度までの直近６
年の一人当たり医療費の伸び率の平均（2.9％）とする。

なお、後期高齢者支援金の試算において必要な、75歳以上の一人当たり医療費の
伸び率の平均についても、直近６年の一人当たり医療費の伸び率の平均（0.6％）
とする。
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2020～2025年度の一人当たり医療費の伸び率（協会けんぽ、後期高齢者）

※ 2019年度の年齢階級別加入者数を基準として高齢化の影響を除いた伸び率の平均は2.5％であり、平均的な
高齢化の影響は+0.4％。

年度 協会けんぽ 後期高齢者

2020（R2） ▲2.8％ ▲3.4％

2021（R3） 7.9％ 2.1％

2022（R4） 5.1％ 1.7％

2023（R5）  3.0％ 0.9％

2024（R6） 1.3％ 0.9％

2025（R7） 3.3％  1.5％

直近６年平均

（2019年度に対する
2025年度の伸びの

  １年当たりの平均）

2.9%※

直近６年平均

（2019年度に対する
2025年度の伸びの

  １年当たりの平均）

0.6%
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①現在の保険料率9.9％を据え置いた場合の下記ケース（2028年度以降）

 ・ケースⅠ 賃金上昇率 1.0％、医療給付費の平均伸び率 2.9％ （差：1.9％）

 ・ケースⅡ 賃金上昇率 1.5％、医療給付費の平均伸び率 3.4％ （差：1.9％）

 ・ケースⅢ 賃金上昇率 2.0％、医療給付費の平均伸び率 3.9％ （差：1.9％）

②ケースⅡにおいて、保険料率を変更した場合

・9.8％ ・9.7％ ・9.6％   ・9.5％ 

③均衡する保険料率

４．5年間の収支見通し

計算結果の概要（①現在の保険料率9.9％を据え置いた場合）

ケースⅠ 2028年以降 賃金上昇率：1.0% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：2.9％

（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 116,200 116,700 117,300 117,900 118,400

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 12,800 13,800 14,300 14,900

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 129,300 130,300 131,900 133,100 134,100

保険給付費 78,300 81,400 83,200 85,100 86,900 88,600

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,700 14,000

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 127,800 130,200 132,500 134,800

5,700 2,700 2,500 1,800 600 ▲ 600

71,200 73,800 76,300 78,000 78,600 78,000

保険料率 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9%

収
入

支
出

収支差

年度末準備金残高
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ケースⅡ 2028年以降 賃金上昇率：1.5% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：3.4％

（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 116,200 117,300 118,500 119,700 120,800

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 12,800 13,900 14,500 15,000

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 129,300 130,900 133,200 135,000 136,700

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 2,700 2,700 2,200 1,100 0

71,200 73,800 76,500 78,700 79,800 79,800

保険料率 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9%

支
出

収
入

収支差

年度末準備金残高

計算結果の概要（①現在の保険料率9.9％を据え置いた場合）

ケースⅢ 2028年以降 賃金上昇率：2.0% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：3.9％

（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 116,200 117,900 119,700 121,500 123,200

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 12,900 14,000 14,600 15,200

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 129,300 131,600 134,500 136,900 139,300

保険給付費 78,300 81,400 84,000 86,700 89,400 92,100

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,500 13,900 14,400

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,700 131,900 135,200 138,600

5,700 2,700 2,900 2,600 1,700 700

71,200 73,800 76,800 79,300 81,000 81,700

保険料率 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9% 9.9%

年度末準備金残高

収
入

支
出

収支差
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試算結果の概要（②保険料率を変更した場合・ケースⅡの場合）

（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 115,000 116,100 117,300 118,500 119,600

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 13,000 14,100 14,700 15,200

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 128,200 129,900 132,200 134,000 135,600

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 1,500 1,700 1,100 100 ▲ 1,000

71,200 72,700 74,400 75,500 75,600 74,600

保険料率 9.9% 9.8% 9.8% 9.8% 9.8% 9.8%

収
入

支
出

収支差

年度末準備金残高

2027年度以降保険料率 9.8%

2027年度以降保険料率 9.7%
（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 113,800 114,900 116,100 117,200 118,400

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 13,200 14,300 14,900 15,300

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 127,000 128,900 131,200 132,900 134,400

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 300 700 100 ▲ 900 ▲ 2,200

71,200 71,500 72,200 72,300 71,400 69,200

保険料率 9.9% 9.7% 9.7% 9.7% 9.7% 9.7%

収
入

支
出

収支差

年度末準備金残高

2028年以降 賃金上昇率：1.5% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：3.4％
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試算結果の概要（②保険料率を変更した場合・ケースⅡの場合）

2027年度以降保険料率 9.6%
（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 112,600 113,700 114,900 116,000 117,100

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 13,400 14,500 14,900 15,300

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 125,800 128,000 130,200 131,700 133,200

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 ▲ 900 ▲ 300 ▲ 900 ▲ 2,100 ▲ 3,400

71,200 70,300 70,000 69,200 67,000 63,600

保険料率 9.9% 9.6% 9.6% 9.6% 9.6% 9.6%

収
入

支
出

収支差

年度末準備金残高

2027年度以降保険料率 9.5%
（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 111,500 112,500 113,700 114,800 115,900

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 13,600 14,500 14,900 15,300

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 124,700 127,000 129,000 130,500 132,000

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 ▲ 2,000 ▲ 1,300 ▲ 2,100 ▲ 3,300 ▲ 4,700

71,200 69,100 67,800 65,800 62,400 57,800

保険料率 9.9% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5%

収
入

支
出

収支差

年度末準備金残高

2028年以降 賃金上昇率：1.5% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：3.4％
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試算結果の概要（③均衡する保険料率・ケースⅡ）

ケースⅡ

2027年度以降保険料率 均衡

2028年以降 賃金上昇率：1.5% 75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率：3.4％

（単位：億円）

区　　分 2026年度 2027 2028 2029 2030 2031

（令和８年度） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３）

保険料収入（医療分） 113,500 113,500 114,200 115,800 118,200 120,600

国庫補助等（医療分） 12,100 12,400 13,300 14,400 14,900 15,300

その他 800 800 800 800 800 800

計 126,400 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

保険給付費 78,300 81,400 83,600 85,900 88,100 90,300

前期高齢者納付金 12,200 12,300 13,200 13,400 13,800 14,200

後期高齢者支援金 25,900 27,600 27,000 27,300 27,500 27,700

その他 4,300 5,300 4,400 4,400 4,400 4,400

計 120,600 126,700 128,300 131,100 133,800 136,600

5,700 0 0 0 0 0

71,200 71,200 71,200 71,200 71,200 71,200

保険料率 9.9% 9.7% 9.6% 9.7% 9.8% 9.9%

支
出

収
入

収支差

年度末準備金残高
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医療給付費の伸び率については、「賃金上昇率が高くなれば医療費の伸び率も高くなる可能

性が高い」ことを踏まえた機械的な前提として、賃金上昇率の前提「ケースⅠ」（1.0％）と、
一人当たり医療給付費の伸び率の前提（2.9％）の差（スプレッド1.9％）に基づく複数のパ
ターンを置く。

また、賃金上昇率と一人当たり医療給付費の伸び率の前提の差（1.9％）を基本とし、差
（スプレッド）について、さらに±0.5％の幅を持たせたケースも置く。
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B 0.5

4.9

賃

金

上

昇

率

（

％
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７５歳未満１人当たり医療給付費の伸び率の平均（％）（高齢化の影響を含む）

a ｂ ｃ ｄ e f g

５．今後15年間のごく粗い試算

※ 全試算パターンとも75歳以上の一
人当たり医療給付費の伸び率は0.６％
とする。

医：75歳未満一人当たり医療給付費
の伸び率（％)

賃：賃金上昇率（％）

差：「医」と「賃」の差(%)

※ Ⅰ(c),Ⅱ(d),Ⅲ(e)については
国庫補助率に複数の前提を置いた
「参考ケース」の試算を実施

賃金上昇率と一人当たり医療給付費の伸び率の差（スプレッド）に基づく試算



（単位：億円）

2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

2,700 2,800 2,400 1,500 700 ▲ 300 ▲1,400 ▲2,700 ▲4,200 ▲5,500 ▲7,100 ▲8,700 ▲10,400 ▲12,000 ▲13,500

2,700 2,500 1,800 600 ▲ 600 ▲2,000 ▲3,800 ▲5,500 ▲7,500 ▲9,300 ▲11,400 ▲13,500 ▲15,800 ▲17,900 ▲20,100

2,700 2,100 1,100 ▲ 400 ▲2,000 ▲4,000 ▲6,200 ▲8,400 ▲10,900 ▲13,200 ▲15,900 ▲18,600 ▲21,500 ▲24,300 ▲27,100
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ケースⅠ（b）

ケースⅠ（c）

ケースⅠ（d）

棒グラフ：準備金残高 （目盛：左） 折れ線グラフ：法定準備金に対する比率（目盛：右）（億円） （か月分）
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５．今後１５年間のごく粗い試算

医療費の伸びのケースごとの今後１５年間の準備金残高と収支見通し

75歳未満一人当たり医療費の平均伸び率

ケースⅠ（b） ： 2.4%
ケースⅠ（c） ： 2.9%
ケースⅠ（d） ： 3.4%

賃金上昇率 1.0％

単年度収支

ケースⅠ 保険料率9.9％

注． 2028年以降の賃金上昇率は1.0%、 2028年以降の75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率は各ケースごとに設定、 2028年以降の75歳以
上の加入者一人当たり医療給付費の伸び率は0.6%、 「日本の将来推計人口」（2023年4月 国立社会保障・人口問題研究所）出生中位（死亡中位）を
前提とした試算。
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ケースⅡ（c）

ケースⅡ（d）

ケースⅡ（e）

ケースⅡ（c）

ケースⅡ（d）

ケースⅡ（e）

棒グラフ：準備金残高 （目盛：左） 折れ線グラフ：法定準備金に対する比率（目盛：右）（億円） （か月分）
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５．今後１５年間のごく粗い試算

医療費の伸びのケースごとの今後１５年間の準備金残高と収支見通し

75歳未満一人当たり医療費の平均伸び率

ケースⅡ（c） ： 2.9%
ケースⅡ（d） ： 3.4%
ケースⅡ（e） ： 3.9%

賃金上昇率 1.5％

単年度収支

ケースⅡ 保険料率9.9％

注． 2028年以降の賃金上昇率は1.5%、 2028年以降の75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率は各ケースごとに設定、 2028年以降の75歳以
上の加入者一人当たり医療給付費の伸び率は0.6%、 「日本の将来推計人口」（2023年4月 国立社会保障・人口問題研究所）出生中位（死亡中位）を
前提とした試算。

（単位：億円）

2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

2,700 3,000 2,800 2,100 1,400 600 ▲ 400 ▲1,500 ▲2,900 ▲4,000 ▲5,500 ▲7,000 ▲8,700 ▲10,200 ▲11,800

2,700 2,700 2,200 1,100 0 ▲1,100 ▲2,700 ▲4,400 ▲6,300 ▲7,900 ▲10,000 ▲12,100 ▲14,400 ▲16,500 ▲18,700

2,700 2,400 1,500 100 ▲1,300 ▲3,100 ▲5,200 ▲7,300 ▲9,800 ▲12,000 ▲14,700 ▲17,400 ▲20,400 ▲23,200 ▲26,200

ケースⅡ（c）

ケースⅡ（d）

ケースⅡ（e）
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ケースⅢ（e）
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棒グラフ：準備金残高 （目盛：左） 折れ線グラフ：法定準備金に対する比率（目盛：右）（億円） （か月分）
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５．今後１５年間のごく粗い試算

医療費の伸びのケースごとの今後１５年間の準備金残高と収支見通し

75歳未満一人当たり医療費の平均伸び率

ケースⅢ（d） ： 3.4%
ケースⅢ（e） ： 3.9%
ケースⅢ（f）  ： 4.4%

単年度収支

ケースⅢ 保険料率9.9％

注． 2028年以降の賃金上昇率は2.0%、 2028年以降の75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率は各ケースごとに設定、 2028年以降の75歳以
上の加入者一人当たり医療給付費の伸び率は0.6%、 「日本の将来推計人口」（2023年4月 国立社会保障・人口問題研究所）出生中位（死亡中位）を
前提とした試算。

（単位：億円）

2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

2,700 3,200 3,200 2,700 2,100 1,400 600 ▲ 300 ▲1,400 ▲2,400 ▲3,800 ▲5,300 ▲6,800 ▲8,300 ▲9,800

2,700 2,900 2,600 1,700 700 ▲ 300 ▲1,600 ▲3,200 ▲5,000 ▲6,500 ▲8,500 ▲10,600 ▲12,900 ▲15,000 ▲17,300

2,700 2,600 1,900 700 ▲ 600 ▲2,200 ▲4,100 ▲6,200 ▲8,600 ▲10,800 ▲13,500 ▲16,200 ▲19,200 ▲22,100 ▲25,200

ケースⅢ（d）

ケースⅢ（e）

ケースⅢ（f）

賃金上昇率 2.0％
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棒グラフ：準備金残高 （目盛：左） 折れ線グラフ：法定準備金に対する比率（目盛：右）（億円） （か月分）
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５．今後１５年間のごく粗い試算

医療費の伸びのケースごとの今後１５年間の準備金残高と収支見通し

75歳未満一人当たり医療費の平均伸び率

ケースA（e） ： 3.9%
ケースA（f）  ： 4.4%
ケースA（g） ： 4.9%

単年度収支

ケースＡ 保険料率9.9％

注． 2028年以降の賃金上昇率は2.5%、 2028年以降の75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率は各ケースごとに設定、 2028年以降の75歳以
上の加入者一人当たり医療給付費の伸び率は0.6%、 「日本の将来推計人口」（2023年4月 国立社会保障・人口問題研究所）出生中位（死亡中位）を
前提とした試算。

（単位：億円）

2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

2,700 3,500 3,600 3,200 2,800 2,300 1,600 800 ▲ 100 ▲ 800 ▲2,100 ▲3,400 ▲4,900 ▲6,300 ▲7,800

2,700 3,200 3,000 2,200 1,400 500 ▲ 600 ▲1,900 ▲3,600 ▲5,100 ▲7,000 ▲9,000 ▲11,200 ▲13,400 ▲15,700

2,700 2,800 2,300 1,200 0 ▲1,300 ▲3,100 ▲5,100 ▲7,400 ▲9,500 ▲12,100 ▲14,900 ▲17,900 ▲20,900 ▲24,100

ケースA（e）

ケースA（f）

ケースA（g）

賃金上昇率 2.5％
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棒グラフ：準備金残高 （目盛：左） 折れ線グラフ：法定準備金に対する比率（目盛：右）（億円） （か月分）
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５．今後１５年間のごく粗い試算

医療費の伸びのケースごとの今後１５年間の準備金残高と収支見通し

75歳未満一人当たり医療費の平均伸び率

ケースＢ（a） ： 1.9%
ケースＢ（b） ： 2.4%
ケースＢ（c） ： 2.9%

単年度収支

ケースＢ 保険料率9.9％

注． 2028年以降の賃金上昇率は0.5%、 2028年以降の75歳未満の加入者一人当たり医療給付費の平均伸び率は各ケースごとに設定、 2028年以降の75歳以
上の加入者一人当たり医療給付費の伸び率は0.6%、 「日本の将来推計人口」（2023年4月 国立社会保障・人口問題研究所）出生中位（死亡中位）を
前提とした試算。

（単位：億円）

2027年度 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

（令和９年度） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２） （Ｒ１３） （Ｒ１４） （Ｒ１５） （Ｒ１６） （Ｒ１７） （Ｒ１８） （Ｒ１９） （Ｒ２０） （Ｒ２１） （Ｒ２２） （Ｒ２３）

2,700 2,600 2,000 1,000 ▲ 0 ▲1,100 ▲2,500 ▲3,900 ▲5,600 ▲6,900 ▲8,600 ▲10,200 ▲12,000 ▲13,600 ▲15,200

2,700 2,200 1,400 0 ▲1,300 ▲3,000 ▲4,800 ▲6,700 ▲8,700 ▲10,600 ▲12,700 ▲14,900 ▲17,100 ▲19,300 ▲21,400

2,700 1,900 700 ▲ 900 ▲2,800 ▲4,900 ▲7,100 ▲9,500 ▲12,000 ▲14,400 ▲17,000 ▲19,700 ▲22,500 ▲25,200 ▲27,900

ケースB（a）

ケースB（b）

ケースB（c）

賃金上昇率 0.5％
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